
未定9,292予算額(補正後） 12,128

22年度

事業番号 ２９８

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(環境省)

予算事業名 作成責任者
事業開始

年度
平成１３年度

23年度要求

中期計画に基づき、独立行政法人国立環境研究所の業務運営に必要な経費について、予算の範囲内で交付すること
により、中期計画を達成する。 また、環境の保全に関する調査・研究を行うことにより科学的知見を得、研究成果等の
公表などにより環境の保全に関する知識の普及を推進する。
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　環境省独立行政法人評価委員会における平成２２年度を目標年度とする中期目標に係る実績評価（Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ
の５段階評価）において、Ｂ以上とする目標値に対し、平成２０年度は総合評価でＡとされており、研究の実績や業務の
効率化等について一定レベルの評価がなされている。
　なお、研究開発法人の機能強化を図るため、文部科学省、総合科学技術会議等において、優れた人材の確保、国際
競争力の確保などの観点から最も適切な研究開発法人の在り方について検討されているところ。

「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成２１年１１月１７日閣議決定）に基づき、国立環境研究所に
設置した契約監視委員会の点検結果等により把握している。

9,680

執行額

執行率 100% 100% 100%

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　　現下の環境問題の解明や対応のための研究、環境政策の支援のための研究、さらには、今後生じ得る問題の検出
や未然防止あるいは環境研究の基盤となるような研究等を推進するため、我が国唯一の総合的な環境研究機関として
独立行政法人国立環境研究所が設置されている。  その独立行政法人国立環境研究所中期計画において定められて
いる予算のうち、事業運営に必要なものとして国が交付する経費。

19年度 20年度 21年度

予算の状況
（単位:百万円）

9,680

9,680 9,675

9,675 9,292総事業費(執行ベース)

１．重点研究プログラムの実施
環境基本計画、科学技術基本計画、中央環境審議会答申「環境研究・技術開発の推進戦略について」等を踏まえ、持
続可能な社会の実現を目指して、「地球温暖化」、「循環型社会」、「環境リスク」、「アジア自然共生」の４つのプログラム
を選択し、資源を重点的に配分している。
２．基盤的な調査・研究基盤
国民の安全、安心を守るための研究や、長期的視点に立った先導・先行的基盤研究等を実施している。
３．知的研究基盤の整備
研究ネットワークの形成に資するための知的研究基盤の整備に努めている。
４．環境情報の収集、整理及び提供に関する業務
最新の研究成果を積極的に発信するとともに、環境情報を幅広く収集・整理し、インターネット等も利用して、わかりや
すく提供している。

独立行政法人国立環境研究所運営費交付金

総合環境政策局

一般会計

担当課室

上位政策

環境研究技術室長
秦　泰之

国立環境研究所中期目標、国立環境研究所中期計
画、独立行政法人国立環境研究所交付金交付要綱

環境研究技術室担当部局庁

独立行政法人国立環境研究所運営費

9,675 9,292

会計区分

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

関係する計
画、通知等

中央省庁等改革基本法第３８条、独立行政法
人通則法第４６条

実施状況



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)
(単位:百万円)

○支出先の種類 ・大学、民間会社等

○支出先の数 ・2,152件

○合計支出額 ・5,519百万円

A.独立行政法人国立環境研究所

○支出先の種類 ・独立行政法人

○支出先の数 ・1件

○合計支出額 ・9,675百万円

環境省

（運営費交付金）

9,675百万円

独立行政法人国立環境研究所は、１１の研究ユニット等において、以下の業務を実施。

(1)地球環境保全、公害の防止、自然環境の保護及び整備その他の環境の保全に関

する調査及び研究を行うことにより、環境保全に関する科学的知見を得、及び環境の

保全に関する知識の普及を図る。

国（環境省）は、独立行政法人通則法に基づき中期目標を定め、独立行政法人国立環境研究所

が作成した中期計画において定められている予算のうち、事業運営に必要なものとして国が交付

【交付】

A.運営費交付金

B.業務費 【一般競争入札・随意契約等】

E.役職員

○支出先の種類 ・役職員 250人

○支出先の数 ・250人

○合計支出額 ・2,821百万円

C.民間会社等

○支出先の種類 ・民間会社等

○支出先の数 ・252件

○合計支出額 ・435百万円

C.一般管理費 【一般競争入札・随意契約等】

D.民間会社等

○支出先の種類 ・民間会社

○支出先の数 ・9件

○合計支出額 ・465百万円

D.光熱水料 【随意契約】

○支出先の

数

・1,099件

○合計支出

額

・2,133百万円

◇重点研究プログラム

地球温暖化、循環型社

会、環境リスク、アジア

自然共生プログラム研

究等の支援

◇基盤的な調査・研究活動

○支出先の

数

・609件

○合計支出

額

・722百万円

社会環境システム、

化学環境、環境健康、

大気圏環境、水土壌

圏環境、生物圏環境

◇知的研究基盤の整備

○支出先の

数

・582件

○合計支出

額

・920百万円

◇環境情報の収集、整理、提供

○支出先の

数

・86件

○合計支出

額

・194百万円

試料、標準物質、モ

ニタリング、データ

ベース作成等の支

援

ホームページを通じ

た提供、出版物を通

じた提供、磁気媒体

を通じた提供等の支

E.人件費

※ その他（大型施設関係経費等） 1,550百万

（平成20年度決算ベース）

※環境省からの交付額（9,675百万円）と独立行政法人国立環境研究所からの支出額（B～Eの合計 9,240百万円）

の差額については、中期目標期間終了後に国庫納付する予定。



一般管理費 設備運転管理業務等の一般管理
費

435

業務費

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目

研究実施等に必要な経費 5,519

使　途 金　額
(百万円）

人件費

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

A．（独）国立環境研究所 E.

光熱水料 電気料金等 465

業務を実施する上で必要な人件
費

2,821

0計 9,240 計

B．富士通エフ・アイ・ピー(株) F.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

雑役務費
ＧＯＳＡＴデータ処理運用システム
開発業務

116

金　額
(百万円）

費　目

0

C．(株)裕生 G.

計 116 計

使　途 金　額
(百万円）

雑役務費 電気・空調・給排水設備運転管理
業務

161

費　目 使　途

0計 161 計

D．東京電力(株) H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

光熱水料 電気料金 315

0計 315 計


